
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

ＳＤＧｓ推進補助金 事業実施の手引き 

ＳＤＧｓ推進事業（事業者向け） 

 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岐阜県 総合企画部 ＳＤＧｓ推進課 

令和７年４月版 
 

 

 

 

 

 

 

［募集期間］ 

 令和７年４月１６日（水）～令和７年１２月１日（月）１７：１５（※必着） 

 

［お問い合わせ先］ 

 岐阜県総合企画部 ＳＤＧｓ推進課 ＳＤＧｓ推進係 

   〒500-8570 岐阜市薮田南２－１－１ 県庁７階 

TEL：058-272-8251（直通） 

FAX：058-278-3519 

E-mail：c11123@pref.gifu.lg.jp 
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＜留意事項＞ 
○ 補助事業の経理処理にあたっては、補助金の交付対象となる経費を明確

に区別して処理することとなります。適切な経理処理を行うための制限
や帳票類の整備、取得した財産の管理方法等は、補助事業者が通常行う
経理処理・管理とは異なりますので留意してください。 

○ 業務完了報告時、検査時に資料が揃っていないということにならないよ
うに、要綱及び実施細目、本手引きに従って、適切かつ慎重に進めてく
ださい。 

○ 時系列での資料整理（日付が確認できるようにしてください。） 
○ なお、本手引きでは、経理処理に関する基本的考え方を示しています。

状況に応じた適切な考え方に基づいていれば、本手引きと異なる場合も
認めることがありますが、必ず、事前にご相談ください。 

○ 万が一、検査等により経費の虚偽申告や過大請求等による補助金の受給
等の不正行為が判明した場合は、交付決定の取消し、補助金の全部又は
一部の返還（不交付）、不正内容の公表等の対象となる場合がありますの
で、常に、適正な経理処理を心掛けてください。 

本補助金の活用を検討されている事業者様へ 

世界的にＳＤＧｓが進み、大企業や消費者の意識が大きく変わるなか、
地域の企業にとってＳＤＧｓの取組みは、今やコストや制約ではなく、自
らの企業価値を高め、持続的な成長に繋げるために必要な投資となりつつ
あります。 
ＳＤＧｓを踏まえた経営に取り組むことで、取引相手やお客様から選ば

れる企業となり、ＳＤＧｓの達成にも大きく貢献します。私たちや次世代
の子どもたちが生きる持続可能な未来に向けて、行動するＳＤＧｓへの転
換をご検討ください。 
ただし、ＳＤＧｓの目標とするところは広範に亘ります。この補助金は、

ＳＤＧｓ達成に向けて事業者様が真に必要とする取組みにご活用ください。 
表面的な、いわゆる「ＳＤＧｓウォッシュ」を避け、ともに持続可能な未 
来を目指しましょう。 

 

 

本手引きは、補助事業に係る経理処理及び検査等を実施する際に、必要な基本的事

項を記載しています。補助事業を行う際は、事前に、要綱及び実施細目に併せて本

手引きをよく読み、必ず、定められた基準や手順に従って事務を進めてください。 
 

本手引きが対象としているのは、県補助事業である「SDGｓ推進補助金」のうち、令和

７年度中に新たに「ぎふＳＤＧｓ推進パートナー登録制度」に登録する県内の事業者が実

施する新たなＳＤＧｓの取組みに必要な経費に対し、県が予算の範囲内で補助金を交付

するものです。 
 

補助事業者は、誠意をもって事業の遂行をしなければならないのは勿論のこと、根拠

法令である「岐阜県補助金等交付規則」（昭和５７年岐阜県規則第８号。以下「規則」と

いう。）及び補助事業の交付要綱並びに交付決定通知書の条件、制限、義務に従ってい

ただく必要があり、県はその指導監督を行うこととなっています。 

はじめに 
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１ 補助金の目的 

・岐阜県内におけるＳＤＧｓの推進を図るため、事業者が行うＳＤＧｓ達成に向

けた取組みに必要な経費を支援するものです。 

   

２ 補助金の概要 

（１）補助申請することができる方 

令和７年度中に「ぎふＳＤＧｓ推進パートナー登録制度」の「シルバーパートナ

ー」または「ゴールドパートナー」に登録する事業者 

 

【重要】申請にあたっての留意事項 

① 令和７年度中に新規でパートナーに登録された場合に、補助申請することができます。

また登録前であっても、事業者として令和７年度中に登録する意思があれば、補助申請

することができます。 

 

② ただし補助申請後、結果として令和７年度中の県のパートナーの募集に対し、事業者と

して応募せず、登録されなかった場合には補助できません。このとき、すでに補助金が

支払われていた場合は、県に返還いただくことになります。補助申請された場合は、必

ず、年度内のパートナー募集期間中にご応募ください。 

 

③ なお、すでに令和６年度以前にパートナーに登録済みの事業者は、補助申請いただけま

せん。また、令和６年度以前にシルバーパートナーに登録済みで、令和７年度中にゴー

ルドパートナーに変更登録する事業者も同様に、補助申請いただけません。 

 

  ※「ぎふＳＤＧｓ推進パートナー登録制度」とは 

  【概  要】 

主に以下の要件に該当する、ＳＤＧｓを積極的に推進する事業者を県が登録

して「見える化」する制度です。 

   ・岐阜県内に事業所等を有し、県内において事業活動を行う法人、団体また 

は個人事業主 

・「環境」、「社会」、「経済」の三側面において、ＳＤＧｓの達成に向けた取組 

みを行っている事業者 

    ※そのほか、要件の詳細は下記の県ホームページでご確認ください。 

 

  【募集期間】 

   パートナーの募集は令和７年度中に２回、期間を設けて行います。 

 

 【令和７年度パートナー募集期間（予定）】 

  第１回：５月中旬～７月初旬 （８月頃登録） 

  第２回：９月頃～１０月頃  （１１～１２月頃登録） 

※パートナー募集期間は変更となる場合があります。 

募集期間の最新情報や制度の詳細については、県ホームページからご確認

ください。 

https://www.pref.gifu.lg.jp/page/302783.html 
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（２）補助申請ができる期間 

令和７年４月１６日（水）～令和７年１２月１日（月）１７：１５（※必着） 

 

※予算上限に達し次第、募集を締め切ります。 

※申請は１事業者１回まで可能です。複数回に分けての申請は認められません。 

※複数の取組みを、１回にまとめて申請することは可能です。 

（例：環境・社会・経済で各１つずつ、環境で２つなど） 

複数の取組みの場合も、補助限度額は１事業者５０万円までとなります。 

 

 

（３）補助事業の実施期間 

交付決定日から令和８年１月３１日（土）まで  

 

※補助金の申請から交付決定までに、概ね３週間の審査期間を要します。審査中

に事業が終了した場合、交付決定することができませんので、 事業スケジュ

ールを確認の上、早めのご相談及び申請をお願いします。 

※上記期間中に事業を完了し、なおかつ当該事業に係る経費の支出までが完了し

ている必要があります。 

 

 

（４）補助率 

１／２以内（1,000円未満切捨て） 

 

（５）補助限度額 

５０万円（補助下限額１０万円） 

 

  ※補助金の額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額とします。ただし、当該

金額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てとします。 

※補助事業に対して、参加料や協賛金等の収入がある場合は、これを補助対象経

費から控除することとします。 

 

（６）補助対象事業 

補助の対象となる事業は、下の３点を全て満たす必要があります。 

 

① ＳＤＧｓの達成に向けた「環境」、「社会」、「経済」の三側面のいずれかの取

組みであり、令和７年度中に「ぎふＳＤＧｓ推進パートナー登録制度」に登

録した（する予定の）ものであること 

② 自社として、これまでに取り組んだことがないことを新たに実施する、また

は取り組んできたことについて新たな手法を用いて実施するものであること 

③ 国連が策定した「ＳＤＧグローバル指標（ＳＤＧIndicators）」または岐阜

県が策定した「岐阜県 第二期ＳＤＧｓ未来都市計画のＫＰＩ」の達成に資

するものであること 
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〇「取り組んだことがないことを新たに実施する」の例 

  社会面の取組みとして、多様性を重視した職場環境づくりを推進するため、 

令和７年度から新たに外国人従業員向けに日本語教室を開催する。 

 

〇「取り組んできたことについて新たな手法を用いて実施する」の例 

   環境面の取組みとして、これまで会社の社員食堂で出た食品廃棄物のたい肥

化を職員が手作業、経験則でやってきたが、令和７年度からは、新たに温度 

センサーや試験紙などを活用してたい肥化する。 

 

〇「ＳＤＧグローバル指標（ＳＤＧ Indicators）」とは 

国連が定めたＳＤＧｓの進捗状況を測るための国際基準である２３１の指標

（目標）です。ＳＤＧグローバル指標一覧は、Ｐ１７～３４を参照ください。 

詳細は、ＳＤＧｓに関する日本政府のポータルサイト、 

「JAPAN SDGs Action Platform」をご覧ください。 

   https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/statistics/index.html 

 

〇「岐阜県 第二期ＳＤＧｓ未来都市計画のＫＰＩ」とは 

岐阜県がＳＤＧｓの取組みを進めるために策定した計画で設定している「環

境」・「社会」・「経済」面の、合計４１の指標（目標）です。ＫＰＩ一覧は、

Ｐ３５を参照ください。 

 

※申請する取組みの内容が、上記の「ＳＤＧグローバル指標」または「岐阜

県 第二期ＳＤＧｓ未来都市計画のＫＰＩ」のどちらかの中から、１つ以

上の目標達成に寄与していることが必要です。 

 

  ※補助対象となる事業、ならない事業の具体例はＰ７～９をご覧ください。 

 

 

県が支援する内容として相応しくないと判断した場合は、補助事業として認めら

れません。申請事業が補助対象となるかどうかご不明な場合は、お気軽にご相談

ください。 

 

３ 補助対象経費 

・補助事業期間内に実施した補助対象事業に要する経費で、かつ、支払いが完了

した経費（※消費税・地方消費税を除く）が補助対象となります。 

・補助事業期間内に発注や引渡しや支払い等が完了している場合であっても、事

業実施が期間外であれば、補助対象にはなりません。 

 

（１）経費区分ごとの留意事項 

① 報償費（謝金） 

・例えば、事業のために必要な助言等を依頼した専門家などに対して謝礼として

支払う経費です。 
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・謝金の単価は、補助事業者における規程等に定められた金額とします。規程等

の定めがない場合は、その金額が社会通念上妥当なものである必要があります。 

（県が金額の妥当性について判断できない場合、社会通念上妥当であることを

証明する書類の提出を求めることがあります。） 

・謝金を含め、依頼する業務内容については、事前に書面等を取り交わして、明

確にしておく必要があります。 

② 旅費（交通費・宿泊費） 

・①の専門家などに対して、業務を行う場所まで移動する際の交通費、宿泊費と

して支払う経費です。 

・交通費については、公共交通機関等を用いた最も経済的・合理的な経路により

算出された実費を補助経費とします。 

・宿泊費については、素泊まり経費を補助対象とし、食費は対象になりません。 

・補助事業者の従業員や職員に対する旅費は対象になりません。 

③ 消耗品費 

・事業の実施に必要と認められる消耗品の購入に要する経費です（例：ソーラー

充電器、植樹キット等）。 

・ただし、文房具やコピー用紙といった事務用品、ゴミ袋や洗剤、ティッシュペ

ーパーなどの日用品、被服等は、汎用性が高く、事業のためだけに使用するこ

との証明が困難なことから、補助対象としません。 

・無償で配布するノベルティなど、個人への給付に該当する消耗品も対象となり

ません。 

④ 印刷製本費 

・例えば、職場体験用のガイドブックや教材など、事業の実施に必要と認められ

る印刷物を、外注して印刷するために支払う経費です。 

・会社案内など、汎用性があり通常業務等でも使用できるものは、補助対象とな

りません。 

・事業に要する部数が補助対象になり、余剰分については補助対象になりません。

参加人数等をもとに、必要な部数を精査してください。 

⑤ 役務費 

・例えば、職場体験用のガイドブックや教材などの事業の実施に必要と認められ

る資料等を送付するために支払う経費です。 

・電話やインターネットに要する通信料は、事業のためだけに使用したことの証

明が困難なことから、補助対象としません。 

⑥ 業務委託料 

・例えば、ＳＤＧｓ関連製品の試作品の製作やソフトウェア導入など、事業の実

施に必要となる業務を、外部事業者に委託するために支払う経費です。 

・ＤＸの推進のため、ＩＣＴ関連のソフトウェアを導入する場合は、生成ＡＩ等

の先端技術を活用し、導入前よりも大幅に労働生産性等が向上するものは補助

対象となります。 

・反対に、システム保守、セキュリティ対策、オフィス系ソフトなどの汎用的な

事務にかかるアプリケーション等、必ずしもＤＸとは言えないような、従来か

ら必要とされている取組み、ソフトウェアは対象になりません。 

・新聞掲載やテレビ放送、ポスター、チラシ等の作成、ホームページ等のＷＥＢ
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関連の制作や保守などの広告・情報発信にかかる経費は対象になりません。 

・不特定多数の者が参加するイベントの開催にかかる経費は対象になりません

（社員向け研修会や、地域の学校等の職場体験学習の受入は除く）。 

・無償で配布するノベルティなど、個人への給付に該当するものの製造に係る経

費は対象になりません。 

⑦ 使用料及び賃借料 

・例えば、会議室等を使用する際の施設使用料や事業に必要な資器材を使用する

ために支払う経費です。 

⑧ 原材料費 

  ・例えば、製品やサービスを生産するために必要な材料や部品の購入に要する 

経費です。 

  ・補助事業期間内に使い切れる量のみが対象となります。受払簿を整備し、余

剰が出た場合は、余剰分は補助対象になりません。 

⑨ 備品購入費 

  ・事業の実施に必要と認められる備品の購入に要する経費です（例：社内食堂

で出た食品廃棄物をたい肥化するための「たい肥槽」等）。 

  ・従来から使用していた備品の単なる買い替え等は対象になりません。 

  ・掃除機やエアコン、パソコンなど一般的な職場環境の整備に必要不可欠であ

る備品は環境配慮型のものも含め、補助対象になりません。 

⑩ その他、必要と認める経費 

・上記①～⑨までの経費のほか、事業の実施に必要と県が認める場合は、補助対

象とします。 

（２）補助対象外経費 

・次の経費は補助対象になりません。 

①補助事業者の従業員・職員の人件費 

②補助事業者の従業員・職員の旅費（交通費・宿泊費） 

③個人等への給付に類する経費（ノベルティ、クーポン等） 

④飲食、娯楽、接待に要する経費 

⑤文房具等の汎用性の高い消耗品費 

⑥電話、インターネット等の通信費 

⑦口座振込みの手数料 

⑧広告経費等の情報発信、またはこれに類する経費 

⑨不特定多数の者が参加するイベントの開催にかかる経費 

⑩ＷＥＢ等の制作・保守に要する経費 

⑪施設・設備の整備に要する経費 

⑫不動産の購入に要する経費 

⑬自動車等車両の購入費、修理費及び車検費用 

⑭カーボンクレジット（Ｇ－クレジット等）の購入に要する経費 

⑮家電（エコ家電含む）等の一般的な職場環境の整備に必要不可欠な物品の購

入に要する経費 

 ⑯資格等の取得に要する経費 

⑰公租公課 

⑱他の国及び都道府県、その他公的機関の補助金等を受けることが確定してい  

る事業に要する経費 
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 【申請事業の例】 

 以下に、補助対象となる事業「〇」、ならない事業「×」の例を挙げます。 

 

申請事業の例① 

  【事業の概要】 

ＳＤＧｓの「社会面」で、これまでに取り組んだことがない新たな取組み

として、社内のハラスメント対策やコンプライアンス、ワークライフバラ

ンス等を向上させるガバナンス研修を行うことで、企業の持続可能性の向

上を図る。 

【「国連指標（目標）」または「県計画指標（目標）」との適合性】 

この取組みは、国連の「ＳＤＧグローバル指標」である「持続可能性に関

する報告書を発行する企業の数（12.6.1）」の目標達成に寄与する。 

  【補助対象経費】 

補助対象経費として、研修のために招聘する講師に支払う報酬（報償費）

や費用弁償（旅費）が該当。 

 

 

申請事業の例② 

  【事業の概要】 

ＳＤＧｓの「環境面」で、これまでに取り組んだことがない新たな取組み

として、二酸化炭素を吸収する新商品の開発を行うことで、環境負荷の低

減を図る。 

【「国連指標（目標）」または「県計画指標（目標）」との適合性】 

この取組みは、国連の「ＳＤＧグローバル指標」である「年間温室効果ガ

ス総排出量（13.2.2）」の目標達成に寄与する。 

  【補助対象経費】 

補助対象経費として、リサイクル材料の原料調達費（原材料費）や商品デ

ザイン、試作品製作のための外部業者への委託料（業務委託料）が該当。 

 

 

申請事業の例③ 

【事業の概要】 

ＳＤＧｓの「環境面」で、これまで会社の社員食堂で発生する食品廃棄物を

たい肥化することで、廃棄物の削減を図ってきた。令和７年度は、新たな手

法として、従来の従業員の経験則に基づく手作業から、温度センサーや試験

紙を活用した効率的なたい肥化を進める。 

【「国連指標（目標）」または「県計画指標（目標）」との適合性】 

この取組みは、「岐阜県 第二期ＳＤＧｓ未来都市計画」のＫＰＩである「（4）

食品ロス量（事業系）」の目標達成に寄与する。 

  【補助対象経費】 

補助対象経費として、温度センサーや試験紙の購入費（消耗品費）が該当。 

  

補助対象○ 

補助対象○ 

補助対象○ 
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  申請事業の例④ 

【事業の概要】 

ＳＤＧｓの「社会面」で、これまで取り組んだことがない新たな取組みと

して、外国籍の従業員向けに日本語教室を開催し、外国籍の方も働きやす

い多様性を重視した職場環境づくりを目指す。 

【「国連指標（目標）」または「県計画指標（目標）」との適合性】 

この取組みは、国連の「ＳＤＧグローバル指標」である「過去12か月に学

校教育や学校教育以外の教育に参加している若者又は成人の割合（性別ご

と）（4.3.1）」の達成に寄与する。 

【補助対象経費】 

補助対象経費として、日本語教室を依頼した講師への謝礼（報償費）や教

材の外注印刷費（印刷製本費）が該当。 

 

 

  申請事業の例⑤ 

【事業の概要】 

ＳＤＧｓの「社会面」で、これまで地域の学校による職場体験を受け入れ

ることで、ふるさと教育に貢献してきた。令和７年度は、新たな手法とし

て、従来は口頭による業務説明であったが、より詳細に理解してもらうた

めに、新たにガイドブックを用いた体験学習を実施する。 

【「国連指標（目標）」または「県計画指標（目標）」との適合性】 

この取組みは、「岐阜県 第二期ＳＤＧｓ未来都市計画」のＫＰＩである

「（30）県内高校生及び県出身大学生の県内就職率」の向上に寄与する。 

【補助対象経費】 

補助対象経費として、職場体験用のガイドブック制作委託料（業務委託料）

が該当。※通常の会社案内など職場体験以外にも活用可能なものは対象外。 

 

 

申請事業の例⑥ 

   【事業の概要】 

ＳＤＧｓの「経済面」で、これまで取り組んだことがない新たな取組みと

して、デジタル技術であるＲＰＡ（Robotic Process Automation）のソフ

トウェアを会社に導入し、業務の生産性・効率性の向上を推進する。 

【「国連指標（目標）」または「県計画指標（目標）」との適合性】 

この取組みは、国連の「ＳＤＧグローバル指標」である「就業者一人当た

りの実質ＧＤＰの年間成長率（8.2.1）」と「岐阜県 第二期ＳＤＧｓ未来都

市計画」のＫＰＩである「（22）従業員一人当たりの付加価値額」の目標達

成に寄与する。 

【補助対象経費】 

補助対象経費として、ＲＰＡ導入業務に係るシステム業者への委託料が該当。 

 

 

補助対象○ 

補助対象○ 

補助対象○ 
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申請事業の例⑦ 

【事業の概要】 

ＳＤＧｓの「環境面」で、すでに事務所の照明をＬＥＤ化しているが、新た

に工場の照明もＬＥＤ化することで、二酸化炭排出量をさらに抑制する。 

【補助対象とならない理由】 

   ・従来の取組みの延長であり、「新たな手法」に該当しないため。 

・ＬＥＤ化する場合の工事は、「施設・設備の整備」に該当するため。 

・照明は「一般的な職場環境の整備に必要不可欠な物品」に当たるため。 

 

  申請事業の例⑧ 

【事業の概要】 

ＳＤＧｓの「社会面」で、新たに地域住民が参加できるお祭りを開催し、

地域の活性化に貢献する。 

【補助対象とならない理由】 

   ・「不特定多数の者が参加するイベント開催にかかる経費」に当たるため。 

   ・「国連指標」、「県計画指標」との適合性がないため。 

 

申請事業の例⑨ 

【事業の概要】 

ＳＤＧｓの「経済面」で、新たに社員の資格取得にかかる試験の受験料を

支援することで、社員のキャリアアップを図る。 

【補助対象とならない理由】 

    ・「資格等の取得に要する経費」に当たるため。 

 

申請事業の例⑩ 

【事業の概要】 

ＳＤＧｓの「経済面」で、会社で取り組んでいるＳＤＧｓの取組みや環境

にやさしい製品を紹介するホームページや動画を新たに制作し、ＷＥＢ上

で広報していく。 

【補助対象とならない理由】 

    ・「広告経費等の情報発信、またはこれに類する経費」に当たるため。 

 

申請事業の例⑪ 

【事業の概要】 

ＳＤＧｓの「経済面」で、新たに事務所のパソコン、タブレットを演算能

力・記憶容量の高い最新のものに買い替えて、ＤＸを推進していく。 

【補助対象とならない理由】 

    ・パソコン等は「一般的な職場環境の整備に必要不可欠な物品」 に当たるため。 

   ・一般的に情報端末を単により処理能力の高いものに切り替えることは、

ＤＸとは言えないため。 

 

 

補助対象× 

補助対象× 

補助対象× 

補助対象× 

補助対象× 
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４ 補助金の額 

・補助金の額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額とします。ただし、当該

金額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てとします。 

・補助事業に対して、参加料や協賛金等の収入がある場合は、これを補助対象経

費から控除することとします。 

 

５ 補助金交付の手続き 

・手続きの流れは次のとおりです。補助事業者は枠囲み内の手続きが必要となり

ます。 

（１）補助金交付申請【補助事業者→県】 

・募集期間内に県に下記のとおり書類を提出してください。 

 

［提出期限］ 

・令和７年４月１６日（水）～令和７年１２月１日（月）１７：１５（※必着） 

［提出書類］ 

・交付申請書類リスト      …様式集P38 

・補助金交付申請書（第１号様式）…様式集P1 

・事業実施計画          …様式集P3-5 

 

・収支予算書            …様式集P9 

・積算根拠書類 

    見積書、料金表、カタログ等の写し 等 

※原本は補助事業者が保管し、コピー等を提出すること。 

・事業内容を補足する資料 

    企画書、仕様、図面 等 

※交付決定前に事業着手（発注、購入、契約等）が必要な場合 

・事前着手届（第２号様式）    …様式集P12  

・事前着手を証する書類 

契約書、発注書の写し 等 

※補助事業者が個人事業主の場合 

  ・開業届の写し 等 

  ※補助事業者が団体の場合 

  ・団体の規約 等 

（留意事項） 

申請書類を提出されましたら、その提出方法（郵送またはメール）に 

関わらず、お電話にて下記までご一報ください。 

岐阜県総合企画部 ＳＤＧｓ推進課 ＳＤＧｓ推進係 

Tell：058-272-8251（直通） 

 

（２）補助金交付決定【県→補助事業者】 

・交付申請の内容を審査のうえ、交付を決定し、「交付決定通知書」を補助事業者

に送付します。 
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（３）事業実績報告【補助事業者→県】 

・事業の完了後、県に下記のとおり書類を提出してください。 

 

［提出期限］ 

事業が完了した日 

または           のいずれか遅い方の日から３０日以内（厳守） 

経費の支出が完了した日 

※ただし、上記の日が令和８年２月２日（月）より後になる場合は、２月２日 

を期限とします。 

［提出書類］ 

・実績報告書類リスト      …様式集P39 

・実績報告書（第８号様式）…様式集P14 

・事業実施状況       …様式集P16,17 

・収支決算書          …様式集P20 

・経費支出管理表       …様式集P22 

・会計根拠書類 

見積書、発注書（又は注文書）、契約書（又は請書）、納品書 

検収調書（又は検査調書）…様式集P25,26 

請求書、振込みの控え（又は領収書） 

通帳（口座名義、該当する経費の引き落としが分かるページ）の写し、 

収入を証明する書類（収入がある場合） 

     ※原本は補助事業者が保管し、コピー等を提出すること。 

・取得財産等管理台帳 …様式集P27 

   ※財産を取得した場合に提出 

・ＳＤＧｓの達成に向けた重点的な取組み宣言書（「ぎふＳＤＧｓ推進パートナー登録制度」の様式第２号） 

・事業の実施状況を確認できる書類 

事業の成果物（レポート・報告書等） 

事業の実施状況が分かる写真 等 

 

（４）検査及び額の確定【県→補助事業者】 

・実績報告書を受理後、検査（現地又は書面）のうえ、事業内容が適正と認めら

れる場合、補助金の「額を確定」し、その旨を補助事業者に書面で通知します。 

 

（５）補助金の交付請求【補助事業者→県】 

・県から「額の確定」の通知を受けた後、速やかに「補助金交付請求書（第９ 

号様式）…様式集P30」を提出してください。 

 

 

（６）補助金の支払い【県→補助事業者】 

・請求書を受理後、指定の口座に振り込みます。 
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６ その他の手続き 

・事業経費配分や事業内容の変更、事業の中止（廃止）があった場合は、次の手

続きが必要となります。 

・これらの手続きが必要となる場合には、必ず事前に県まで電話またはメールに

てご連絡をお願いします。 

 

（１）事業経費配分の変更承認申請【補助事業者→県】 

・補助対象経費の総額の２０パーセントを超える経費の配分を変更する場合は、

予め、県に「事業経費配分変更承認申請書（第３号様式）…様式集P34,35」 

を提出し、協議をしてください。 

（例）補助対象経費２０万円（委託料１０万円・消耗品費１０万円）を、 

    補助対象経費２０万円（委託料１５万円・消耗品費５万円）に変更する場合等 

 

 

（２）事業内容の変更承認申請【補助事業者→県】 

・補助事業の内容を変更する場合（※）、または補助対象経費の総額の２０％を 

超える減額となる場合は、予め県に「事業内容変更承認申請書（第４号様式）

…様式集P36」を提出し、協議してください。 

（※）補助金の交付目的及び補助事業の能率に影響を及ぼさない範囲の軽微な変 

更（スケジュールの変更や購入品の変更等）については申請不要です。 

 

 

（３）事業の中止（廃止）承認申請【補助事業者→県】 

・やむを得ない事情により事業の遂行が不可能となり、事業を中止又は廃止す 

る場合は、県に「事業中止（廃止）承認申請書（第５号様式）…様式集P37」 

を提出し、協議してください。 

 

７ 事業実施にあたっての留意事項 

・令和７年度中に、「ぎふＳＤＧｓ推進パートナー」への応募がなく、登録され

なかった場合は、補助対象外となります。その場合、交付決定を取り消し、補

助金支払済みの場合は、返還をしていただきます。 

・令和６年度以前に「ぎふＳＤＧｓ推進パートナー」に登録済みの事業者が、登

録の辞退または取消し後に、再度パートナーに登録した場合は、補助の対象に

なりません。 

・特定の政治、宗教、思想等に偏った内容とならないよう留意してください。 

・事業の実施にあたっては、国連広報センターが示す「カラーホイールを含むＳ

ＤＧｓロゴと１７のアイコンの使用ガイドライン」のほか、各種のルールを遵

守してください。 

・交付決定前に事業に着手することは、原則認められません。事前着手は、事業

の性格上又はやむを得ない理由がある場合のみ認めます。事前着手届を提出し

た場合であっても、内容を審査した結果、事前着手を行った部分の事業に要す

る経費が認められない場合があります。 
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８ 経理処理上の留意事項 

（１）適切な経理処理 

・補助金の交付には、透明性、客観性、適切な経理処理が要求されます。仕様提

示、見積、発注、納品、検収、請求、支払といった流れで調達を行い、適切な

経理処理の証拠となる書類を整理のうえ、提出してください。 

・証拠書類が確認できない場合は、補助対象とすることができませんので、しっ

かりと書類を整えるようご注意ください。 

 

（２）補助対象経費の支払方法 

・原則として、補助事業に要した経費は、口座振込みによる支出を対象としま

す。他の取引との混合払及び手形の裏書譲渡や、他の取引との相殺による支払

いは認められませんので、ご注意ください。 

・検査のため、通帳の提出を求める場合がありますので、可能な限り補助金専用

の口座（専用の通帳）を設けてください。 

・クレジットカード（法人カードに限る）払いをする場合は、カード会社への支

払いが完了した日が支払日となります。 

・業務上やむを得ず、代表者や従業員が立替払をする場合（個人のクレジット払

いを含む）は、最終的に補助事業期間内に、補助事業者と個人が立て替えた経

費を精算する必要があります。 

・業務上、やむを得ず現金で支払う場合は、現金出納簿により適切な管理が確認

できた場合にのみ、補助対象と認めます。 

 

（３）見積書の徴取 

① ２者以上からの見積書（相見積もり）が必要な場合 

・補助事業の実施に必要な他事業者との取引にあたり、１件あたりの予定価

格（税込み）が１０万円超の場合は、公正な価格競争を行うため、相見積

もりのうえ、より安価な発注先（委託先）を選んでください。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

・見積書は、積算の内容がわかるように、可能な限り詳細な内訳を記載した

ものを取得してください（「〇〇代一式」等の包括的な記載とならないよ

う、見積依頼の際にしっかりと仕様等を示して内訳がわかる見積書を取得

するよう努めてください）。 

・事業内容の性質上、相見積もりが困難な場合は、その理由書を提出し、特

定の事業者との契約について、県と協議してください。 

 

注意事項（公正な価格競争について） 
公正な価格競争を行うためには、補助申請を行う事業者が、自身で責任をもっ

てその業務を行う能力がある２者以上の見積先業者を選定し、それぞれ別々に見
積書を取得する必要があります。 
委託候補事業者を含む他の事業者が、補助申請を行う事業者に代わって２者以

上の見積書を用意することは、公正な価格競争とは認められません。 
公正な価格競争となっていない疑いがある場合には、必要に応じて県が調査

（見積書徴取時に示した仕様書の確認等）を行うほか、見積書を無効とする場合
があります。 
なお、交付決定後または補助金支払後に、こうしたことが明らかになった場合

には、交付決定の取り消しまたは補助金の返還命令を行う場合があります。 
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    ［理由の例］ 

・時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる場合 

・既に締結した製造又は物品の供給に関する契約に関連し、当該契約を 

した相手方以外の者と締結することが著しく不利となる契約を締結 

する場合 

・特殊の技術を要する契約をする場合 

・特殊の製造又は物件の買い入れであって、特定の者以外の者とは 

契約しがたい契約をする必要がある場合 

・運送又は保管契約をする場合 

② １者からの見積書でもよい場合 

・１件あたりの予定価格（税込み）が１０万円以下の場合 

③ 見積書を省略できる場合 

・図書（発行所から購入する場合に限る） 

・会場借り上げ料（料金表が定められているものに限る） 

・一物品の単価が１万円を超えない場合であって、予定価格（税込み）の総 

額が５万円以下の場合 

・予定価格（税込み）が３万円を超えない場合 

・官公署及びこれに準ずる法人と契約を締結する場合 

 

（４）契約書（又は請書）の作成 

・１００万円を超える支出に関するものは契約書を必ず作成してください。 

・５０万円を超え、１００万円以下の支出に関するものは、必ず受注者から請書

を受け取ってください。 

 

（５）検収調書（又は検査調書）の作成 

・発注者が、物品やサービスなどの納品又は完了の際に、注文書又は契約書通り

の仕様が満たされているかを確認したことを証明する書類として、検収調書を

作成してください。 

なお、検収調書の作成は、納品書に日付と検査者の職氏名の記入により代える

ことも可能です。 

・１００万円を超える支出に関するものについては、検査調書が必要となりま

す。 

 

９ 補助事業の終了後の留意事項 

（１）実績報告書の内容確認 

・補助事業が計画通りに行われ、当初の目的が達成されたこと、補助金が適正に

使用されたこと等について、経理（経費の支出管理状況）等を現地（実地）又

は書面により確認します。 

不適切な事例が見受けられた場合は、交付決定が取り消されることがありま

す。 

 

（２）取得財産等の管理 

・当該補助金を活用して取得した財産（取得価格または効用の増加額が１件あた

り５０万円（税抜き）以上のもの）の詳細について、「取得財産等管理台帳」
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を備え、保管していただきます。また、原本の写し（コピー）を実績報告書提

出時にあわせて提出してください。 

 

（３）実績報告書等の保管義務 

・国や県などの会計検査に対応するため、補助金の対象となる領収書や実績報告

書等の一連の証拠書類は、補助事業の終了後も５年間（令和１３年３月３１日

まで）は保管しておく義務があります。 

 

（４）取得財産等の処分 

・補助金で取得した資産（単価５０万円（税抜き）以上のもの）は、処分制限財

産とします。 

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）」に

規定する期間が経過する前に譲渡、交換、貸付、担保、取壊し、廃止等を行う

場合は、県の承認が必要になりますので、ご相談ください。 

 

（５）補助事業で実施した事業成果の公表 

・事業成果については、掲載内容を事前に調整の上、岐阜県のホームページに補

助金事業の事例として公表する場合があります。 

 

10 不適当又は不法な行為に対する処分 

・次の事項に違反した補助事業者に対しては、補助金の交付決定取り消し等の措

置を講じる場合があります。既に補助金が交付されている場合は、補助金の返

還を命じ、場合によっては返還金に対する加算金を賦課する場合があります。

さらに、罰則規定が設けられているため、適切に行うよう十分留意してくださ

い。 

 （１）偽りその他不正手段による補助金の受領 

 （２）補助金の他の用途への使用 

 （３）交付決定の内容又は交付条件に対する違反 

 （４）法令又は県の処分に対する違反 

 （５）定められた必要な事項の報告をせず若しくは虚偽の報告をしたもの 

 

11 補助事業の周知 

・県補助事業に対する県民への説明責任を果たすため、取得した備品や作成する

冊子等に「県補助金の執行」を表示することにより、税金の用途を積極的に周

知します。マスコミへの情報提供や取材を受けた際にも、県補助金を受けた旨

の説明をお願いします。 

なお、表示に要する経費は、原則として、補助対象経費として取り扱うものと

します。 

 

表示方法：備品等に名版やシール等を添付、冊子等への掲載 

 対  象：購入した備品、冊子作成等 

表示場所：紙面等の許す範囲で見やすい場所 
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補助事業の標準的な表示方法 

＜備品の場合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

   

※縦横５～１０ｃｍ程度の大きさとすること。 

※取得財産の目立つところに貼付すること。 

※取得財産が小さく、物理的に貼付できない場

合に限り、関係書類と一緒に保管すること。 

＜冊子等の場合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表示の例 

    「この○○○は岐阜県からのＳＤＧｓ推進補助金を 

        受けています。   〇年〇月〇日 補助事業者名」 

※実績報告書に添付ができない場合は、表示が分かる写真を添付してください。 

 

12 書類の提出先 

  岐阜県 総合企画部 ＳＤＧｓ推進課 ＳＤＧｓ推進係 

   〒500-8570 岐阜市薮田南２－１－１ 県庁７階 

E-mail：c11123@pref.gifu.lg.jp 

表 示 

SDGs推進補助金 

取得財産名称 ○○○○ 

交付決定日 令和  年  月  日 

取 得 日 令和 年  月 日 
所有者の名称 

代表者職氏名 
株式会社△△△ 

代表取締役□□□□ 
 

mailto:c11123@pref.gifu.lg.jp
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ＳＤＧグローバル指標 一覧 

 

ゴール１ 貧困をなくそう 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 
1.1 

2030 年までに、現在１日 1.25 ドル未満で生活する人々

と定義されている極度の貧困をあらゆる場所で終わら

せる。 

1.1.1 

国際的な貧困ラインを下回って生活している人口の割合

（性別、年齢、雇用形態、地理的ロケーション（都市/地

方）別）  

1.2 

2030 年までに、各国定義によるあらゆる次元の貧困状

態にある、全ての年齢の男性、女性、子供の割合を半

減させる。 

1.2.1 

各国の貧困ラインを下回って生活している人口の割合（性

別、年齢別） 

1.2.2 

各国の定義に基づき、あらゆる次元で貧困ラインを下回っ

て生活している男性、女性及び子供の割合（全年齢） 

1.3 

各国において最低限の基準を含む適切な社会保護制度

及び対策を実施し、2030 年までに貧困層及び脆弱層に

対し十分な保護を達成する。 

1.3.1 

社会保障制度によって保護されている人口の割合（性別、

子供、失業者、年配者、障害者、妊婦、新生児、労務災害

被害者、貧困層、脆弱層別） 

1.4 

2030 年までに、貧困層及び脆弱層をはじめ、全ての男

性及び女性が、基礎的サービスへのアクセス、土地及

びその他の形態の財産に対する所有権と管理権限、相

続財産、天然資源、適切な新技術、マイクロファイナ

ンスを含む金融サービスに加え、経済的資源について

も平等な権利を持つことができるように確保する。 

1.4.1 

基礎的サービスにアクセスできる世帯に住んでいる人口の

割合 

1.4.2 

(a)土地に対し、法律上認められた書類により、安全な所

有権を有している全成人の割合（性別、保有の種類別） 

(b) 土地の権利が安全であると認識している全成人の割合

（性別、保有の種類別） 

1.5 

2030 年までに、貧困層や脆弱な状況にある人々の強靱

性（レジリエンス）を構築し、気候変動に関連する極

端な気象現象やその他の経済、社会、環境的ショック

や災害に暴露や脆弱性を軽減する。 

1.5.1 

10 万人当たりの災害による死者数、行方不明者数、直接的

負傷者数 

（指標 11.5.1 及び 13.1.1 と同一指標） 

1.5.2 

グローバル GDP に関する災害による直接的経済損失 

（指標 11.5.2 と同一指標） 

1.5.3 

仙台防災枠組み 2015-2030 に沿った国家レベルの防災戦略

を採択し実行している国の数 

（指標 11.b.1 及び 13.1.2 と同一指標） 

1.5.4 

国家防災戦略に沿った地方レベルの防災戦略を採択し実行

している地方政府の割合 

（指標 11.b.2 及び 13.1.3 と同一指標） 

1.a 

あらゆる次元での貧困を終わらせるための計画や政策

を実施するべく、後発開発途上国をはじめとする開発

途上国に対して適切かつ予測可能な手段を講じるた

め、開発協力の強化などを通じて、さまざまな供給源

からの相当量の資源の動員を確保する。 

1.a.1 

貧困削減に焦点を当てた、全てのドナーからの政府開発援

助（ODA）贈与合計（受益国の国民総所得に占める割合） 

1.a.2 

総政府支出額に占める、必要不可欠なサービス（教育、健

康、及び社会的な保護）への政府支出総額の割合 

1.b 

貧困撲滅のための行動への投資拡大を支援するため、

国、地域及び国際レベルで、貧困層やジェンダーに配

慮した開発戦略に基づいた適正な政策的枠組みを構築

する。 

1.b.1 

貧困層のための公共社会支出 

 

申請する取組内容が、以下のＳＤＧグローバル指

標または岐阜県 第２期未来都市計画のＫＰＩの達

成に寄与することが必要です。 
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ゴール２ 飢餓をゼロに 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 

2.1 

2030 年までに、飢餓を撲滅し、全ての人々、特に貧困

層及び幼児を含む脆弱な立場にある人々が一年中安全

かつ栄養のある食料を十分得られるようにする。 

2.1.1 

栄養不足蔓延率（PoU） 

2.1.2 

食料不安の経験尺度(FIES)に基づく、中程度又は重度な食

料不安の蔓延度 

2.2 

５歳未満の子供の発育阻害や消耗性疾患について国際

的に合意されたターゲットを 2025 年までに達成するな

ど、2030 年までにあらゆる形態の栄養不良を解消し、

若年女子、妊婦・授乳婦及び高齢者の栄養ニーズへの

対処を行う。 

2.2.1 

５歳未満の子供の発育阻害の蔓延度（WHO 子ども成長基準

で、年齢に対する身長が中央値から標準偏差-2 未満） 

2.2.2  

５歳未満の子供の栄養不良の蔓延度（WHO の子ども成長基

準で、身長に対する体重が、中央値から標準偏差+2 超又は

-2 未満）（タイプ別（やせ及び肥満）） 

2.2.3 

15～49 歳の女性における貧血の蔓延度（妊娠状況別、％） 

2.3 

2030 年までに、土地、その他の生産資源や、投入財、

知識、金融サービス、市場及び高付加価値化や非農業

雇用の機会への確実かつ平等なアクセスの確保などを

通じて、女性、先住民、家族農家、牧畜民及び漁業者

をはじめとする小規模食料生産者の農業生産性及び所

得を倍増させる。 

2.3.1  

農業/牧畜/林業企業規模の分類ごとの労働単位あたり生産

額 

2.3.2  

小規模食料生産者の平均的な収入（性別、先住民・非先住

民の別） 

2.4 

2030 年までに、生産性を向上させ、生産量を増やし、

生態系を維持し、気候変動や極端な気象現象、干ば

つ、洪水及びその他の災害に対する適応能力を向上さ

せ、漸進的に土地と土壌の質を改善させるような、持

続可能な食料生産システムを確保し、強靭（レジリエ

ント）な農業を実践する。 

2.4.1 

生産的で持続可能な農業の下に行われる農業地域の割合 

2.5 

2020 年までに、国、地域及び国際レベルで適正に管理

及び多様化された種子・植物バンクなども通じて、種

子、栽培植物、飼育・家畜化された動物及びこれらの

近縁野生種の遺伝的多様性を維持し、国際的合意に基

づき、遺伝資源及びこれに関連する伝統的な知識への

アクセス及びその利用から生じる利益の公正かつ衡平

な配分を促進する。 

2.5.1 

中期又は長期保存施設に保存されている食料及び農業のた

めの(a)植物及び(b)動物の遺伝資源の数 

2.5.2 

絶滅の危機にあると分類された在来種の割合 

2.a 

開発途上国、特に後発開発途上国における農業生産能

力向上のために、国際協力の強化などを通じて、農村

インフラ、農業研究・普及サービス、技術開発及び植

物・家畜のジーン・バンクへの投資の拡大を図る。 

2.a.1  

政府支出における農業指向指数 

2.a.2  

農業部門への公的支援の全体的な流れ（ODA 及び他の公的

支援の流れ） 

2.b 

ドーハ開発ラウンドのマンデートに従い、全ての農産

物輸出補助金及び同等の効果を持つ全ての輸出措置の

同時撤廃などを通じて、世界の市場における貿易制限

や歪みを是正及び防止する。 

2.b.1  

農業輸出補助金 

2.c 

食料価格の極端な変動に歯止めをかけるため、食料市

場及びデリバティブ市場の適正な機能を確保するため

の措置を講じ、食料備蓄などの市場情報への適時のア

クセスを容易にする。 

2.c.1  

食料価格の変動指数（IFPA） 
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ゴール３ すべての人に健康と福祉を 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 
3.1  

2030 年までに、世界の妊産婦の死亡率を出生 10 万人当

たり 70 人未満に削減する。 

3.1.1  

妊産婦死亡率  

3.1.2  

専門技能者の立ち会いの下での出産の割合 

3.2  

全ての国が新生児死亡率を少なくとも出生 1,000 件中

12 件以下まで減らし、５歳未満死亡率を少なくとも出

生 1,000 件中 25 件以下まで減らすことを目指し、 

2030 年までに、新生児及び５歳未満児の予防可能な死

亡を根絶する。 

3.2.1 

５歳未満児死亡率  

3.2.2 

新生児死亡率 

3.3  

2030 年までに、エイズ、結核、マラリア及び顧みられ

ない熱帯病といった伝染病を根絶するとともに肝炎、

水系感染症及びその他の感染症に対処する。 

3.3.1 

非感染者 1,000 人当たりの新規 HIV 感染者数（性別、年齢

及び主要層別） 

3.3.2 

10 万人当たりの結核感染者数  

3.3.3 

1,000 人当たりのマラリア感染者数 

3.3.4 

10 万人当たりのＢ型肝炎感染者数 

3.3.5 

「顧みられない熱帯病」（NTDs）に対して介入を必要とし

ている人々の数 

3.4   

2030 年までに、非感染性疾患による若年死亡率を、予

防や治療を通じて３分の１減少させ、精神保健及び福

祉を促進する。 

3.4.1 

心血管疾患、癌、糖尿病、又は慢性の呼吸器系疾患の死亡

率 

3.4.2  

自殺死亡率 

3.5  

薬物乱用やアルコールの有害な摂取を含む、物質乱用

の防止・治療を強化する。 

3.5.1 

物質使用障害に対する治療介入（薬理学的、心理社会的、

リハビリ及びアフターケア・サービス）の適用範囲 

3.5.2 

15 歳以上の人口一人当たり年間純アルコール消費量（ℓ） 

3.6  

2020 年までに、世界の道路交通事故による死傷者を半

減させる。 

3.6.1 

道路交通事故による死亡率 

3.7  

2030 年までに、家族計画、情報・教育及び性と生殖に

関する健康の国家戦略・計画への組み入れを含む、性

と生殖に関する保健サービスを全ての人々が利用でき

るようにする。 

3.7.1 

近代的手法によって、家族計画についての自らの要望が満

たされている出産可能年齢（15～49 歳）にある女性の割合 

3.7.2 

女性 1,000 人当たりの青年期（10～14 歳；15～19 歳）の

出生率 

3.8 

全ての人々に対する財政リスクからの保護、質の高い

基礎的な保健サービスへのアクセス及び安全で効果的

かつ質が高く安価な必須医薬品とワクチンへのアクセ

スを含む、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）

を達成する。 

3.8.1 

必要不可欠な保健サービスによってカバーされる対象人口

の割合 

3.8.2 

家計の支出又は所得に占める健康関連支出が大きい人口の

割合 

3.9  

2030 年までに、有害化学物質、並びに大気、水質及び

3.9.1 

家庭内及び外部の大気汚染による死亡率 
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土壌の汚染による死亡及び疾病の件数を大幅に減少さ

せる。 

3.9.2 

安全ではない水、安全ではない公衆衛生及び衛生知識不足

（安全ではない WASH（基本的な水と衛生）にさらされてい

ること）による死亡率 

3.9.3 

意図的ではない汚染による死亡率 

3.a  

全ての国々において、たばこの規制に関する世界保健

機関枠組条約の実施を適宜強化する。 

3.a.1 

15 歳以上の現在の喫煙率（年齢調整されたもの） 

3.b  

主に開発途上国に影響を及ぼす感染性及び非感染性疾

患のワクチン及び医薬品の研究開発を支援する。ま

た、知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS

協定）及び公衆の健康に関するドーハ宣言に従い、安

価な必須医薬品及びワクチンへのアクセスを提供す

る。同宣言は公衆衛生保護及び、特に全ての人々への

医薬品のアクセス提供にかかわる「知的所有権の貿易

関連の側面に関する協定（TRIPS 協定）」の柔軟性に関

する規定を最大限に行使する開発途上国の権利を確約

したものである。 

3.b.1 

各国の国家計画に含まれる全てのワクチンによってカバー

されている対象人口の割合 

3.b.2 

薬学研究や基礎的保健部門への純 ODA の合計値 

3.b.3 

持続可能な水準で、関連必須医薬品コアセットが入手可能

かつその価格が手頃である保健施設の割合 

3.c 

開発途上国、特に後発開発途上国及び小島嶼開発途上

国において保健財政及び保健人材の採用、能力開発・

訓練及び定着を大幅に拡大させる。 

3.c.1 

医療従事者の密度と分布 

3.d  

全ての国々、特に開発途上国の国家・世界規模な健康

危険因子の早期警告、危険因子緩和及び危険因子管理

のための能力を強化する。 

3.d.1 

国際保健規則 (IHR) キャパシティと健康危機への備え  

3.d.2 

選択抗菌薬耐性菌による血流感染の割合 

 

ゴール４ 質の高い教育をみんなに 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 

4.1 

2030年までに、全ての子供が男女の区別なく、適切

かつ効果的な学習成果をもたらす、無償かつ公正で

質の高い初等教育及び中等教育を修了できるように

する。 

4.1.1 

 (i)読解力、(ii)算数について、最低限の習熟度に達している

次の子供や若者の割合(性別ごと） 

(a)２～３学年時、(b)小学校修了時、(c)中学校修了時 

4.1.2 

修了率（初等教育、前期中等教育、後期中等教育） 

4.2 

2030年までに、全ての子供が男女の区別なく、質の

高い乳幼児の発達・ケア及び就学前教育にアクセス

することにより、初等教育を受ける準備が整うよう

にする。 

 

 

  

4.2.1 

健康、学習及び心理社会的な幸福について、順調に発育してい

る満５歳未満の子供の割合(性別ごと） 

4.2.2 

小学校に入学する年齢より１年前の時点で）体系的な学習に参

加している者の割合（性別ごと） 

4.3 

2030年までに、全ての人々が男女の区別なく、手の

届く質の高い技術教育・職業教育及び大学を含む高

等教育への平等なアクセスを得られるようにする。 

4.3.1 

過去12か月に学校教育や学校教育以外の教育に参加している若

者又は成人の割合（性別ごと） 

4.4 

2030年までに、技術的・職業的スキルなど、雇用、

働きがいのある人間らしい仕事及び起業に必要な技

能を備えた若者と成人の割合を大幅に増加させる。 

4.4.1 

ICTスキルを有する若者や成人の割合（スキルのタイプ別） 
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4.5 

2030年までに、教育におけるジェンダー格差を無く

し、障害者、先住民及び脆弱な立場にある子供な

ど、脆弱層があらゆるレベルの教育や職業訓練に平

等にアクセスできるようにする。 

4.5.1 

詳細集計可能な、本リストに記載された全ての教育指数のため

の、パリティ指数(女性/男性、地方/都市、富の五分位数の底/

トップ、またその他に、障害状況、先住民、紛争の影響を受け

た者等の利用可能なデータ) 

4.6 

2030年までに、全ての若者及び大多数（男女とも

に）の成人が、読み書き能力及び基本的計算能力を

身に付けられるようにする。 

4.6.1 

実用的な(a)読み書き能力、(b)基本的計算能力において、少な

くとも決まったレベルを達成した所定の年齢層の人口割合（性

別ごと） 

7 

2030年までに、持続可能な開発のための教育及び持

続可能なライフスタイル、人権、男女の平等、平和

及び非暴力的文化の推進、グローバル・シチズンシ

ップ、文化多様性と文化の持続可能な開発への貢献

の理解の教育を通して、全ての学習者が、持続可能

な開発を促進するために必要な知識及び技能を習得

できるようにする。 

4.7.1 

(i)地球市民教育及び(ii)持続可能な開発のための教育が、

（a）各国の教育政策、(b) カリキュラム、(c) 教師の教育、

及び(d)児童・生徒・学生の達成度評価に関して、主流化され

ているレベル 

（指標12.8.1及び13.3.1と同一指標） 

4.a 

子供、障害及びジェンダーに配慮した教育施設を構

築・改良し、全ての人々に安全で非暴力的、包摂

的、効果的な学習環境を提供できるようにする。 

4.a.1 

基礎的サービスを提供している学校の割合（サービスの種類

別） 

4.b 

2020年までに、開発途上国、特に後発開発途上国及

び小島嶼開発途上国、並びにアフリカ諸国を対象と

した、職業訓練、情報通信技術（ICT）、技術・工

学・科学プログラムなど、先進国及びその他の開発

途上国における高等教育の奨学金の件数を全世界で

大幅に増加させる。 

4.b.1 

奨学金のためのODAフローの量（部門と研究タイプ別） 

4.c 

2030年までに、開発途上国、特に後発開発途上国及

び小島嶼開発途上国における教員研修のための国際

協力などを通じて、質の高い教員の数を大幅に増加

させる。 

4.c.1 

最低限の資格を有する教員の割合（教育段階別） 

 

ゴール５ ジェンダー平等を実現しよう 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 

5.1 

あらゆる場所における全ての女性及び女児に対する

あらゆる形態の差別を撤廃する。 

5.1.1 

性別に基づく平等と差別撤廃を促進、実施及びモニターするた

めの法律の枠組みが制定されているかどうか 

5.2  

人身売買や性的、その他の種類の搾取など、全ての

女性及び女児に対する、公共・私的空間におけるあ

らゆる形態の暴力を排除する。 

5.2.1 

これまでにパートナーを得た15歳以上の女性や少女のうち、過

去12か月以内に、現在、または以前の親密なパートナーから身

体的、性的、精神的暴力を受けた者の割合（暴力の形態、年齢

別） 

5.2.2 

過去12か月以内に、親密なパートナー以外の人から性的暴力を

受けた15歳以上の女性や少女の割合（年齢、発生場所別） 

5.3  

未成年者の結婚、早期結婚、強制結婚及び女性器切

除など、あらゆる有害な慣行を撤廃する。 

5.3.1 

15歳未満、18歳未満で結婚又はパートナーを得た20～24歳の女

性の割合 

5.3.2 

女性性器切除を受けた15歳～49歳の少女や女性の割合（年齢

別） 

5.4 

公共のサービス、インフラ及び社会保障政策の提

供、並びに各国の状況に応じた世帯・家族内におけ

る責任分担を通じて、無報酬の育児・介護や家事労

5.4.1 

無償の家事・ケア労働に費やす時間の割合（性別、年齢、場所

別） 



- 22 - 

働を認識・評価する。 

5.5 

政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決

定において、完全かつ効果的な女性の参画及び平等

なリーダーシップの機会を確保する。 

5.5.1 

国会及び地方議会において女性が占める議席の割合 

5.5.2 

管理職に占める女性の割合 

5.6 

国際人口・開発会議（ICPD）の行動計画及び北京行

動綱領、並びにこれらの検証会議の成果文書に従

い、性と生殖に関する健康及び権利への普遍的アク

セスを確保する。 

5.6.1 

性的関係、避妊、リプロダクティブ・ヘルスケアについて、自

分で意思決定を行うことのできる15歳～49歳の女性の割合 

5.6.2 

15歳以上の女性及び男性に対し、セクシュアル/リプロダクテ

ィブ・ヘルスケア、情報、教育を保障する法律や規定を有する

国の数 

5.a 

女性に対し、経済的資源に対する同等の権利、並び

に各国法に従い、オーナーシップ及び土地その他の

財産、金融サービス、相続財産、天然資源に対する

アクセスを与えるための改革に着手する。 

5.a.1 

(a)農地への所有権又は保障された権利を有する総農業人口の

割合（性別ごと） 

(b)農地所有者又は権利者における女性の割合（所有条件別） 

5.a.2 

土地所有及び/又は管理に関する女性の平等な権利を保障して

いる法的枠組（慣習法を含む）を有する国の割合 

5.b 

女性の能力強化促進のため、ICTをはじめとする実

現技術の活用を強化する。 

5.b.1 

携帯電話を所有する個人の割合（性別ごと） 

5.c 

ジェンダー平等の促進、並びに全ての女性及び女子

のあらゆるレベルでの能力強化のための適正な政策

及び拘束力のある法規を導入・強化する。 

5.c.1 

ジェンダー平等及び女性のエンパワーメントのための公的資金

を監視、配分するシステムを有する国の割合 

 

ゴール６ 安全な水とトイレを世界中に 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 

6.3 

2030年までに、汚染の減少、投棄廃絶と有害な化

学物質や物質の放出の最小化、未処理の排水の割

合半減及び再生利用と安全な再利用の世界的規模

での大幅な増加させることにより、水質を改善す

る。 

6.3.1 

安全に処理された家庭排水及び産業排水の割合 

6.3.2 

良質な水質を持つ水域の割合 

 

ゴール７ エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 
7.1 

2030年までに、安価かつ信頼できる現代的エネルギ

ーサービスへの普遍的アクセスを確保する。 

7.1.1 

電気を受電可能な人口比率 

7.1.2 

家屋の空気を汚さない燃料や技術に依存している人口比率 

7.2 

2030年までに、世界のエネルギーミックスにおける

再生可能エネルギーの割合を大幅に拡大させる。 

7.2.1 

最終エネルギー消費量に占める再生可能エネルギー比率 

7.3 

2030年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率

を倍増させる。 

7.3.1 

エネルギー強度（GDP当たりの一次エネルギー） 

7.a 

2030年までに、再生可能エネルギー、エネルギー効

率及び先進的かつ環境負荷の低い化石燃料技術など

のクリーンエネルギーの研究及び技術へのアクセス

を促進するための国際協力を強化し、エネルギー関

7.a.1 

クリーンなエネルギー研究及び開発と、ハイブリッドシステ

ムに含まれる再生可能エネルギー生成への支援に関する開発

途上国に対する国際金融フロー 
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連インフラとクリーンエネルギー技術への投資を促

進する。 

7.b 

2030年までに、各々の支援プログラムに沿って開発

途上国、特に後発開発途上国及び小島嶼開発途上

国、内陸開発途上国の全ての人々に現代的で持続可

能なエネルギーサービスを供給できるよう、インフ

ラ拡大と技術向上を行う。 

7.b.1  

開発途上国及び先進国における再生可能エネルギー生産能力

（1人当たりのワット数） 

（指標12.a.1.と同一指標） 

 

ゴール８ 働きがいも経済成長も 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 
8.1 

各国の状況に応じて、一人当たり経済成長率を持続

させる。特に後発開発途上国は少なくとも年率７%

の成長率を保つ。 

8.1.1 

一人当たりの実質GDPの年間成長率 

8.2 

高付加価値セクターや労働集約型セクターに重点を

置くことなどにより、多様化、技術向上及びイノベ

ーションを通じた高いレベルの経済生産性を達成す

る。 

8.2.1 

就業者一人当たりの実質GDPの年間成長率 

8.3 

生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノ

ベーションを支援する開発重視型の政策を促進する

とともに、金融サービスへのアクセス改善などを通

じて中小零細企業の設立や成長を奨励する。 

8.3.1 

総雇用におけるインフォーマル雇用の割合（部門、性別ご

と） 

8.4 

2030年までに、世界の消費と生産における資源効率

を漸進的に改善させ、先進国主導の下、持続可能な

消費と生産に関する10か年計画枠組みに従い、経済

成長と環境悪化の分断を図る。 

8.4.1 

マテリアルフットプリント（MF）、一人当たりMF及びGDP当た

りのMF 

（指標12.2.1と同一指標） 

8.4.2 

天然資源等消費量（DMC）、一人当たりのDMC及びGDP当たりの

DMC  

(指標12.2.2と同一指標） 

8.5 

2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及

び女性の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのあ

る人間らしい仕事、ならびに同一価値の労働につい

ての同一賃金を達成する。 

8.5.1 

労働者の平均時給（性別、年齢、職業、障害者別） 

8.5.2 

失業率（性別、年齢、障害者別） 

8.6 

2020年までに、就労、就学及び職業訓練のいずれも

行っていない若者の割合を大幅に減らす。 

8.6.1 

就労、就学及び職業訓練のいずれも行っていない15～24歳の

若者の割合 

8.7 

強制労働を根絶し、現代の奴隷制、人身売買を終ら

せるための緊急かつ効果的な措置の実施、最悪な形

態の児童労働の禁止及び撲滅を確保する。2025年ま

でに児童兵士の募集と使用を含むあらゆる形態の児

童労働を撲滅する。 

8.7.1 

児童労働者（５～17歳）の割合と数（性別、年齢別） 

8.8  

移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用

状態にある労働者など、全ての労働者の権利を保護

し、安全・安心な労働環境を促進する。 

8.8.1 

労働者100,000人当たりの致命的及び非致命的な労働災害（性

別、移住状況別） 

8.8.2 

国際労働機関（ILO）原文ソース及び国内の法律に基づく、労

働権利（結社及び団体交渉の自由）における国内コンプライ

アンスのレベル（性別、移住状況別） 
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8.9 

2030年までに、雇用創出、地方の文化振興・産品販

促につながる持続可能な観光業を促進するための政

策を立案し実施する。 

8.9.1 

全GDP及びGDP成長率に占める割合としての観光業の直接GDP 

8.10 

国内の金融機関の能力を強化し、全ての人々の銀行

取引、保険及び金融サービスへのアクセスを促進・

拡大する。 

8.10.1 

成人10万人当たりの商業銀行の支店数及びATM数  

8.10.2 

銀行や他の金融機関に口座を持つ、又はモバイルマネーサー

ビスを利用する成人（15歳以上）の割合 

8.a 

後発開発途上国への貿易関連技術支援のための拡大

統合フレームワーク（EIF）などを通じた支援を含

む、開発途上国、特に後発開発途上国に対する貿易

のための援助を拡大する。 

8.a.1 

貿易のための援助に対するコミットメントや支出 

8.b  

2020年までに、若年雇用のための世界的戦略及び国

際労働機関（ILO）の仕事に関する世界協定の実施

を展開・運用化する。 

8.b.1 

国家雇用戦略とは別途あるいはその一部として開発され運用

されている若年雇用のための国家戦略の有無 

 

ゴール９ 産業と技術革新の基盤をつくろう 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 
9.1 

全ての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた

経済発展と人間の福祉を支援するために、地域・越

境インフラを含む質の高い、信頼でき、持続可能か

つ強靱（レジリエント）なインフラを開発する。 

9.1.1 

全季節利用可能な道路の２km圏内に住んでいる地方の人口の

割合 

9.1.2 

旅客と貨物量（交通手段別） 

9.2 

包摂的かつ持続可能な産業化を促進し、2030年まで

に各国の状況に応じて雇用及びGDPに占める産業セ

クターの割合を大幅に増加させる。後発開発途上国

については同割合を倍増させる。 

9.2.1 

GDPに占める製造業付加価値の割合及び一人当たり製造業付加

価値 

9.2.2 

全産業就業者数に占める製造業就業者数の割合 

9.3 

特に開発途上国における小規模の製造業その他の企

業の、安価な資金貸付などの金融サービスやバリュ

ーチェーン及び市場への統合へのアクセスを拡大す

る。 

9.3.1 

産業の合計付加価値のうち小規模産業の占める割合 

9.3.2 

ローン又は与信枠が設定された小規模製造業の割合 

9.4 

2030年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術

及び環境に配慮した技術・産業プロセスの導入拡大

を通じたインフラ改良や産業改善により、持続可能

性を向上させる。全ての国々は各国の能力に応じた

取組を行う。 

9.4.1 

付加価値の単位当たりのCO2排出量 

9.5 

2030年までにイノベーションを促進させることや

100万人当たりの研究開発従事者数を大幅に増加さ

せ、また官民研究開発の支出を拡大させるなど、開

発途上国をはじめとする全ての国々の産業セクター

における科学研究を促進し、技術能力を向上させ

る。 

9.5.1 

GDPに占める研究開発への支出 

9.5.2 

100万人当たりの研究者（フルタイム相当） 

9.a 

アフリカ諸国、後発開発途上国、内陸開発途上国及

び小島嶼開発途上国への金融・テクノロジー・技術

の支援強化を通じて、開発途上国における持続可能

かつ強靱（レジリエント）なインフラ開発を促進す

る。 

9.a.1 

インフラへの公的国際支援の総額（ODAその他公的フロー） 
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9.b 

産業の多様化や商品への付加価値創造などに資する

政策環境の確保などを通じて、開発途上国の国内に

おける技術開発、研究及びイノベーションを支援す

る。 

9.b.1 

全付加価値における中位並びに先端テクノロジー産業の付加

価値の割合 

9.c 

後発開発途上国において情報通信技術へのアクセス

を大幅に向上させ、2020年までに普遍的かつ安価な

インターネットアクセスを提供できるよう図る。 

9.c.1 

モバイルネットワークにアクセス可能な人口の割合（技術

別） 

 

ゴール１０ 人や国の不平等をなくそう 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 

10.1 

2030年までに、各国の所得下位40%の所得成長率に

ついて、国内平均を上回る数値を漸進的に達成し、

持続させる。 

10.1.1 

１人当たりの家計支出又は所得の成長率（人口の下位40%のも

の、総人口のもの） 

10.2 

2030年までに、年齢、性別、障害、人種、民族、出

自、宗教、あるいは経済的地位その他の状況に関わ

りなく、全ての人々の能力強化及び社会的、経済的

及び政治的な包含を促進する。 

10.2.1 

中位所得の半分未満で生活する人口の割合（年齢、性別、障害

者別） 

10.3 

差別的な法律、政策及び慣行の撤廃、並びに適切な

関連法規、政策、行動の促進などを通じて、機会均

等を確保し、成果の不平等を是正する。 

10.3.1 

国際人権法の下で禁止されている差別の理由において、過去12

か月の間に差別又は嫌がらせを個人的に感じたと報告した人口

の割合 

（指標16.b.1と同一指標） 

10.4 

税制、賃金、社会保障政策をはじめとする政策を導

入し、平等の拡大を漸進的に達成する。 

10.4.1 

GDP労働分配率 

10.4.2  

財政政策の再分配インパクト 

10.5 

世界金融市場と金融機関に対する規制とモニタリン

グを改善し、こうした規制の実施を強化する。 

10.5.1 

金融健全性指標 

10.6 

地球規模の国際経済・金融制度の意思決定における

開発途上国の参加や発言力を拡大させることによ

り、より効果的で信用力があり、説明責任のある正

当な制度を実現する。 

10.6.1 

国際機関における開発途上国のメンバー数及び投票権の割合 

(指標16.8.1と同一指標） 

10.7 

計画に基づき良く管理された移住政策の実施などを

通じて、秩序のとれた、安全で規則的かつ責任ある

移住や流動性を促進する。 

10.7.1 

従業者が移住先の国で稼いだ月収に占める、その従業者が移住

先の国で仕事を探すに当たって（自ら）負担した費用の割合 

10.7.2 

秩序のとれた、安全で規則的かつ責任ある移住や流動性を促進

する移住政策を持つ国の割合 

10.7.3 

国外の目的地への移住途中に死亡・行方不明になった人々の数 

10.7.4 

難民の人口の割合（出身国別）  

10.a 

世界貿易機関（WTO）協定に従い、開発途上国、特

に後発開発途上国に対する特別かつ異なる待遇の原

則を実施する。 

10.a.1 

後発開発途上国や開発途上国からの輸入品に適用されるゼロ関

税の関税分類品目（タリフライン）の割合 
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10.b 

各国の国家計画やプログラムに従って、後発開発途

上国、アフリカ諸国、小島嶼開発途上国及び内陸開

発途上国を始めとする、ニーズが最も大きい国々へ

の、政府開発援助（ODA）及び海外直接投資を含む

資金の流入を促進する。  

10.b.1 

開発のためのリソースフローの総額（受援国及び援助国、フロ

ーの流れ（例：ODA、外国直接投資、その他）別） 

10.c 

2030年までに、移住労働者による送金コストを３%

未満に引き下げ、コストが5%を越える送金経路を撤

廃する。 

10.c.1 

総送金額の割合に占める送金コスト 

 

ゴール１１ 住み続けられるまちづくりを 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 

11.1 

2030年までに、全ての人々の、適切、安全かつ安価

な住宅及び基本的サービスへのアクセスを確保し、

スラムを改善する。 

11.1.1 

スラム、インフォーマルな居住地及び不適切な住宅に居住する

都市人口の割合 

11.2 

2030年までに、脆弱な立場にある人々、女性、子

供、障害者及び高齢者のニーズに特に配慮し、公共

交通機関の拡大などを通じた交通の安全性改善によ

り、全ての人々に、安全かつ安価で容易に利用でき

る、持続可能な輸送システムへのアクセスを提供す

る。 

11.2.1 

公共交通機関へ容易にアクセスできる人口の割合（性別、年

齢、障害者別） 

11.3 

2030年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進

し、全ての国々の参加型、包摂的かつ持続可能な人

間居住計画・管理の能力を強化する。 

11.3.1 

人口増加率と土地利用率の比率 

11.3.2 

定期的かつ民主的に運営されている都市計画及び管理に、市民

社会が直接参加する仕組みがある都市の割合 

11.4 

世界の文化遺産及び自然遺産の保護・保全の努力を

強化する。 

11.4.1 

全ての文化及び自然遺産の保全、保護及び保存における総支出

額（資金源別（公的部門、民間部門）、遺産のタイプ別（文

化、自然）、政府レベル別（国、地域、地方、市） 

11.5 

2030年までに、貧困層及び脆弱な立場にある人々の

保護に焦点をあてながら、水関連災害などの災害に

よる死者や被災者数を大幅に削減し、世界の国内総

生産比で直接的経済損失を大幅に減らす。 

11.5.1 

10万人当たりの災害による死者数、行方不明者数、直接的負傷

者数 

（指標1.5.1及び13.1.1と同一指標） 

11.5.2 

グ ロ ー バ ル GDP に 関 す る災 害 に よ る 直 接 的 経 済損 失 

（指標1.5.2と同一指標） 

11.5.3 

災害によって起こった、重要インフラへの被害及び基本サービ

スの途絶件数 

11.6 

2030年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃

棄物の管理に特別な注意を払うことによるものを含

め、都市の一人当たりの環境上の悪影響を軽減す

る。 

11.6.1 

発生した都市ごみ全体のうち、収集され、管理された施設で処

理された都市ごみの割合（都市別） 

11.6.2 

都市部における微粒子物質（例：PM2.5やPM10）の年平均レベ

ル（人口で加重平均したもの） 

11.7 

2030年までに、女性、子供、高齢者及び障害者を含

め、人々に安全で包摂的かつ利用が容易な緑地や公

共スペースへの普遍的アクセスを提供する。 

11.7.1 

各都市部の建物密集区域における公共スペースの割合の平均

（性別、年齢、障害者別） 

11.7.2  

過去12か月における非性的又は性的ハラスメントの犠牲者の割

合（性別、年齢、障害状況、発生場所別） 
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11.a 

各国・地域規模の開発計画の強化を通じて、経済、

社会、環境面における都市部、都市周辺部及び農村

部間の良好なつながりを支援する。 

11.a.1 

次のような国家都市政策又は地域開発計画を持つ国の数：（a）

人口動態に対応する、（b）バランスの取れた領土開発を確保す

る、（c）地方財政スペースを拡大する 

11.b 

2020年までに、包含、資源効率、気候変動の緩和と

適応、災害に対する強靱さ（レジリエンス）を目指

す総合的政策及び計画を導入・実施した都市及び人

間居住地の件数を大幅に増加させ、仙台防災枠組

2015-2030に沿って、あらゆるレベルでの総合的な

災害リスク管理の策定と実施を行う。 

11.b.1 

仙台防災枠組み2015-2030に沿った国家レベルの防災戦略を採

択し実行している国の数 

（指標1.5.3及び13.1.2と同一指標） 

11.b.2 

国家防災戦略に沿った地方レベルの防災戦略を採択し実行して

いる地方政府の割合 

（指標1.5.4及び13.1.3と同一指標） 

11.c 

財政的及び技術的な支援などを通じて、後発開発途

上国における現地の資材を用いた、持続可能かつ強

靱（レジリエント）な建造物の整備を支援する。 

（指標なし） 

 

ゴール１２ つくる責任つかう責任 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 

12.1  

 開発途上国の開発状況や能力を勘案しつつ、持続

可能な消費と生産に関する 10年計画枠組み

（10YFP）を実施し、先進国主導の下、全ての国々

が対策を講じる。 

12.1.1 

持続可能な消費と生産への移行を支援することを目的とした政

策手段を開発、採用、又は実施している国の数 

12.2 

2030年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的

な利用を達成する。 

12.2.1 

マテリアルフットプリント（MF）、一人当たりMF及びGDP当たり

のMF 

（指標8.4.1と同一指標） 

12.2.2 

天然資源等消費量（DMC）、一人当たりのDMC及びGDP当たりの

DMC  

(指標8.4.2と同一指標） 

12.3 

2030年までに小売・消費レベルにおける世界全体の

一人当たりの食料の廃棄を半減させ、収穫後損失な

どの生産・サプライチェーンにおける食料の損失を

減少させる。 

12.3.1 

a) 食料損耗指数、及び b) 食料廃棄指数 

12.4 

2020年までに、合意された国際的な枠組みに従い、

製品ライフサイクルを通じ、環境上適正な化学物資

質や全ての廃棄物の管理を実現し、人の健康や環境

への悪影響を最小化するため、化学物質や廃棄物の

大気、水、土壌への放出を大幅に削減する。 

12.4.1 

有害廃棄物や他の化学物質に関する国際多国間環境協定で求め

られる情報の提供（報告）の約束・義務を果たしている締約国

の数 

12.4.2 

(a)有害廃棄物の１人当たり発生量、(b)処理された有害廃棄物

の割合（それぞれ処理手法別） 

12.5 

2030年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用

及び再利用により、廃棄物の発生を大幅に削減す

る。  

12.5.1 

各国の再生利用率、再生利用量（t） 

12.6 

特に大企業や多国籍企業などの企業に対し、持続可

能な取り組みを導入し、持続可能性に関する情報を

定期報告に盛り込むよう奨励する。 

12.6.1 

持続可能性に関する報告書を発行する企業の数 

12.7 

国内の政策や優先事項に従って持続可能な公共調達

の慣行を促進する。 

12.7.1 

持続可能な公的調達政策及び行動計画を実施している国の数 
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12.8 

2030年までに、人々があらゆる場所において、持続

可能な開発及び自然と調和したライフスタイルに関

する情報と意識を持つようにする。 

12.8.1 

(i)地球市民教育及び(ii)持続可能な開発のための教育が、

（a）各国の教育政策、(b) カリキュラム、(c) 教師の教育、

及び(d)児童・生徒・学生の達成度評価に関して、主流化され

ているレベル 

（指標4.7.1及び13.3.1と同一指標） 

12.a 

開発途上国に対し、より持続可能な消費・生産形態

の促進のための科学的・技術的能力の強化を支援す

る。 

12.a.1   

開発途上国及び先進国における再生可能エネルギー生産能力

（1人当たりのワット数） 

（指標7.b.1.と同一指標） 

12.b 

雇用創出、地方の文化振興・産品販促につながる持

続可能な観光業に対して持続可能な開発がもたらす

影響を測定する手法を開発・導入する。 

12.b.1 

観光の持続可能性の経済及び環境的側面を測定するための標準

的な計算ツールの導入 

12.c 

開発途上国の特別なニーズや状況を十分考慮し、貧

困層やコミュニティを保護する形で開発に関する悪

影響を最小限に留めつつ、税制改正や、有害な補助

金が存在する場合はその環境への影響を考慮してそ

の段階的廃止などを通じ、各国の状況に応じて、市

場のひずみを除去することで、浪費的な消費を奨励

する、化石燃料に対する非効率な補助金を合理化す

る。 

12.c.1 

GDPに対する化石燃料補助金（生産・消費）の割合 

 

ゴール１３ 気候変動に具体的な対策を 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 

13.1 

全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対

する強靱性（レジリエンス）及び適応の能力を強化

する。 

13.1.1 

10万人当たりの災害による死者数、行方不明者数、直接的負

傷者数 

（指標1.5.1及び11.5.1と同一指標） 

13.1.2 

仙台防災枠組み2015-2030に沿った国家レベルの防災戦略を採

択し実行している国の数 

（指標1.5.3及び11.b.1と同一指標） 

13.1.3 

国家防災戦略に沿った地方レベルの防災戦略を採択し実行し

ている地方政府の割合 

（指標1.5.4及び11.b.2と同一指標） 

13.2 

気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込

む。 

13.2.1 

国連気候変動枠組条約事務局に報告されている国が決定する

貢献、長期戦略、国内適応計画及び適応報告書を有する国の

数 

（指標13.b.1と同一指標） 

13.2.2 

年間温室効果ガス総排出量 

13.3 

気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警戒に関

する教育、啓発、人的能力及び制度機能を改善す

る。 

13.3.1 

(i)地球市民教育及び(ii)持続可能な開発のための教育が、

（a）各国の教育政策、(b) カリキュラム、(c) 教師の教育、

及び(d)児童・生徒・学生の達成度評価に関して、主流化され

ているレベル 

（指標4.7.1及び12.8.1と同一指標） 
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13.a 

重要な緩和行動の実施とその実施における透明性確

保に関する開発途上国のニーズに対応するため、

2020年までにあらゆる供給源から年間1,000億ドル

を共同で動員するという、UNFCCCの先進締約国によ

るコミットメントを実施するとともに、可能な限り

速やかに資本を投入して緑の気候基金を本格始動さ

せる。 

13.a.1 

2025年までの1,000億ドルコミットメントという継続的な既存

の集団動員目標に関連して、１年当たりに提供及び動員され

た金額（米ドル） 

13.b 

後発開発途上国及び小島嶼開発途上国において、女

性や青年、地方及び社会的に疎外されたコミュニテ

ィに焦点を当てることを含め、気候変動関連の効果

的な計画策定と管理のための能力を向上するメカニ

ズムを推進する。 

13.b.1 

国連気候変動枠組条約事務局に報告されている国が決定する

貢献、長期戦略、国内適応計画及び適応報告書を有する後発

開発途上国及び小島嶼開発途上国の数 

（指標13.2.1と同一指標） 

 

ゴール１４ 海の豊かさを守ろう 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 

14.1 

2025年までに、海洋ごみや富栄養化を含む、特に陸

上活動による汚染など、あらゆる種類の海洋汚染を

防止し、大幅に削減する。 

14.1.1 

(a)沿岸富栄養化の指標、(b)プラスチックごみの密度 

14.2 

2020年までに、海洋及び沿岸の生態系に関する重大

な悪影響を回避するため、強靱性（レジリエンス）

の強化などによる持続的な管理と保護を行い、健全

で生産的な海洋を実現するため、海洋及び沿岸の生

態系の回復のための取組を行う。 

14.2.1 

生態系を基盤とするアプローチを使用して海域を管理してい

る国の数 

14.3 

あらゆるレベルでの科学的協力の促進などを通じ

て、海洋酸性化の影響を最小限化し、対処する。 

14.3.1 

承認された代表標本抽出地点で測定された海洋酸性度（pH）

の平均値 

14.4 

水産資源を、実現可能な最短期間で少なくとも各資

源の生物学的特性によって定められる最大持続生産

量のレベルまで回復させるため、2020年までに、漁

獲を効果的に規制し、過剰漁業や違法・無報告・無

規制（IUU）漁業及び破壊的な漁業慣行を終了し、

科学的な管理計画を実施する。 

14.4.1 

生物学的に持続可能なレベルの水産資源の割合 

14.5 

2020年までに、国内法及び国際法に則り、最大限入

手可能な科学情報に基づいて、少なくとも沿岸域及

び海域の10パーセントを保全する。 

14.5.1 

海域に関する保護領域の範囲 

14.6 

開発途上国及び後発開発途上国に対する適切かつ効

果的な、特別かつ異なる待遇が、世界貿易機関

（WTO）漁業補助金交渉の不可分の要素であるべき

ことを認識した上で、2020年までに、過剰漁獲能力

や過剰漁獲につながる漁業補助金を禁止し、違法・

無報告・無規制（IUU）漁業につながる補助金を撤

廃し、同様の新たな補助金の導入を抑制する。 

14.6.1 

IUU 漁 業 （ Illegal （ 違 法 ）・ Unreported （ 無 報 告 ）・

Unregulated（無規制））と対峙することを目的としている国

際的な手段の実施状況 

14.7 

2030年までに、漁業、水産養殖及び観光の持続可能

な管理などを通じ、小島嶼開発途上国及び後発開発

途上国の海洋資源の持続的な利用による経済的便益

を増大させる。 

14.7.1 

小島嶼開発途上国、後発開発途上国及び全ての国々のGDPに占

める持続可能な漁業の割合 
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14.a 

海洋の健全性の改善と、開発途上国、特に小島嶼開

発途上国および後発開発途上国の開発における海洋

生物多様性の寄与向上のために、海洋技術の移転に

関するユネスコ政府間海洋学委員会の基準・ガイド

ラインを勘案しつつ、科学的知識の増進、研究能力

の向上、及び海洋技術の移転を行う。 

14.a.1 

総研究予算額に占める、海洋技術分野に割り当てられた研究

予算の割合 

14.b 

小規模・沿岸零細漁業者に対し、海洋資源及び市場

へのアクセスを提供する。 

14.b.1 

小規模・零細漁業のためのアクセス権を認識し保護する法令/

規制/政策/制度枠組みの導入状況 

14.c 

「我々の求める未来」のパラ158において想起され

るとおり、海洋及び海洋資源の保全及び持続可能な

利用のための法的枠組みを規定する海洋法に関する

国際連合条約（UNCLOS）に反映されている国際法を

実施することにより、海洋及び海洋資源の保全及び

持続可能な利用を強化する。 

14.c.1 

海洋及び海洋資源の保全と持続可能な利用のために「海洋法

に関する国際連合条約（UNCLOS）」に反映されているとおり、

国際法を実施する海洋関係の手段を、法、政策、機関的枠組

みを通して、批准、導入、実施を推進している国の数 

 

ゴール１５ 陸の豊かさも守ろう 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 

15.1 

2020年までに、国際協定の下での義務に則って、森

林、湿地、山地及び乾燥地をはじめとする陸域生態

系と内陸淡水生態系及びそれらのサービスの保全、

回復及び持続可能な利用を確保する。 

15.1.1 

土地全体に対する森林の割合 

15.1.2 

陸生及び淡水性の生物多様性に重要な場所のうち保護区で網

羅されている割合（保護地域、生態系のタイプ別） 

15.2 

2020年までに、あらゆる種類の森林の持続可能な経

営の実施を促進し、森林減少を阻止し、劣化した森

林を回復し、世界全体で新規植林及び再植林を大幅

に増加させる。 

15.2.1 

持続可能な森林経営における進捗 

15.3 

2030年までに、砂漠化に対処し、砂漠化、干ばつ及

び洪水の影響を受けた土地などの劣化した土地と土

壌を回復し、土地劣化に荷担しない世界の達成に尽

力する。 

15.3.1 

土地全体のうち劣化した土地の割合 

15.4 

2030年までに持続可能な開発に不可欠な便益をもた

らす山地生態系の能力を強化するため、生物多様性

を含む山地生態系の保全を確実に行う。 

15.4.1 

山地生物多様性のための重要な場所に占める保全された地域

の範囲 

15.4.2 

（a）山地グリーンカバー指数 

（b）劣化した山地の割合 

15.5 

自然生息地の劣化を抑制し、生物多様性の損失を阻

止し、2020年までに絶滅危惧種を保護し、また絶滅

防止するための緊急かつ意味のある対策を講じる。 

15.5.1 

レッドリスト指数 

15.6 

国際合意に基づき、遺伝資源の利用から生ずる利益

の公正かつ衡平な配分を推進するとともに、遺伝資

源への適切なアクセスを推進する。 

15.6.1 

利益の公正かつ衡平な配分を確保するための立法上、行政上

及び政策上の枠組みを持つ国の数 

15.7 

保護の対象となっている動植物種の密猟及び違法取

引を撲滅するための緊急対策を講じるとともに、違

法な野生生物製品の需要と供給の両面に対処する。 

15.7.1 

密猟された野生生物又は違法に取引された野生生物の取引の

割合 

(指標15.c.1と同一指標） 
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15.8 

2020年までに、外来種の侵入を防止するとともに、

これらの種による陸域・海洋生態系への影響を大幅

に減少させるための対策を導入し、さらに優先種の

駆除または根絶を行う。 

15.8.1 

外来種に関する国内法を採択しており、侵略的外来種の防除

や制御に必要な資金等を確保している国の割合 

15.9 

2020年までに、生態系と生物多様性の価値を、国や

地方の計画策定、開発プロセス及び貧困削減のため

の戦略及び会計に組み込む。 

15.9.1 

(a) 生物多様性国家戦略及び行動計画における生物多様性戦

略計画2011-2020の愛知生物多様性目標2に準拠又は類似した

国家目標を設定した国の数と、これらの目標に向けて報告さ

れた進捗、(b) 環境経済勘定システムの実装として定義され

る、国の勘定及び報告システムへの生物多様性の統合 

15.a 

生物多様性と生態系の保全と持続的な利用のため

に、あらゆる資金源からの資金の動員及び大幅な増

額を行う。 

15.a.1 

(a)生物多様性の保全と持続的な利用に係るODA、並びに(b)生

物多様性関連の経済手段によって生み出された歳入及び動員

された資金 

(指標15.b.1と同一指標） 

15.b 

保全や再植林を含む持続可能な森林経営を推進する

ため、あらゆるレベルのあらゆる供給源から、持続

可能な森林経営のための資金の調達と開発途上国へ

の十分なインセンティブ付与のための相当量の資源

を動員する。 

15.b.1 

(a)生物多様性の保全と持続的な利用に係るODA、並びに(b)生

物多様性関連の経済手段によって生み出された歳入及び動員

された資金 

(指標15.a.1と同一指標） 

15.c 

持続的な生計機会を追求するために地域コミュニテ

ィの能力向上を図る等、保護種の密猟及び違法な取

引に対処するための努力に対する世界的な支援を強

化する。 

15.c.1 

密猟された野生生物又は違法に取引された野生生物の取引の

割合 

(指標15.7.1と同一指標） 

 

ゴール１６ 平和と公正をすべての人に 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 

16.1 

あらゆる場所において、全ての形態の暴力及び暴力

に関連する死亡率を大幅に減少させる。 

16.1.1 

10万人当たりの意図的な殺人行為による犠牲者の数（性別、

年齢別） 

16.1.2 

10万人当たりの紛争関連の死者の数（性別、年齢、原因別） 

16.1.3   

過去12か月において(a) 身体的暴力、(b) 精神的暴力及び/又

は(c)性的暴力を受けた人口の割合 

16.1.4 

夜間に自身の居住区地域を一人で歩いても安全と感じる人口

の割合 

16.2 

子供に対する虐待、搾取、取引及びあらゆる形態の

暴力及び拷問を撲滅する。 

16.2.1 

過去 １か月における保護者等からの身体的な暴力及び/又は

心理的な攻撃を受けた１歳～17歳の子供の割合 

16.2.2 

10万人当たりの人身取引の犠牲者の数（性別、年齢、搾取形

態別） 

16.2.3 

18歳までに性的暴力を受けた18歳～29歳の若年女性及び男性

の割合 

16.3  

国家及び国際的なレベルでの法の支配を促進し、全

ての人々に司法への平等なアクセスを提供する。 

16.3.1   

過去12か月間に、(a)身体的暴力、(b)心理的暴力及び/又は

(c)性的暴力を受け、所管官庁又はその他の公的に承認された

紛争解決機構に対して、被害を届け出た者の割合 
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16.3.2 

刑務所の総収容者数に占める判決を受けていない勾留者の割

合 

16.3.3 

過去2年間に紛争を経験し、公式又は非公式の紛争解決メカニ

ズムにアクセスした人口の割合 (メカニズムの種類別) 

16.4 

2030年までに、違法な資金及び武器の取引を大幅に

減少させ、奪われた財産の回復及び返還を強化し、

あらゆる形態の組織犯罪を根絶する。 

16.4.1 

内外の違法な資金フローの合計額（USドル） 

16.4.2 

国際的な要件に従い、所管当局によって、発見/押収された武

器で、その違法な起源又は流れが追跡/立証されているものの

割合 

16.5 

あらゆる形態の汚職や贈賄を大幅に減少させる。 

16.5.1 

過去12か月間に公務員に賄賂を支払った又は公務員より賄賂

を要求されたことが少なくとも１回はあった人の割合 

16.5.2 

過去12か月間に公務員に賄賂を支払った又は公務員より賄賂

を要求されたことが少なくとも１回はあった企業の割合 

16.6 

あらゆるレベルにおいて、有効で説明責任のある透

明性の高い公共機関を発展させる。 

16.6.1 

当初承認された予算に占める第一次政府支出（部門別、（予算

別又は類似の分類別）） 

16.6.2 

最後に利用した公共サービスに満足した人の割合 

16.7 

あらゆるレベルにおいて、対応的、包摂的、参加型

及び代表的な意思決定を確保する。 

16.7.1 

国全体における分布と比較した、国・地方の公的機関（(a) 

議会、(b) 公共サービス及び(c)司法を含む。）における性

別、年齢別、障害者別、人口グループ別の役職の割合 

16.7.2 

国の政策決定過程が包摂的であり、かつ応答性を持つと考え

る人の割合（性別、年齢別、障害者及び人口グループ別） 

16.8 

グローバル・ガバナンス機関への開発途上国の参加

を拡大・強化する。 

16.8.1 

国際機関における開発途上国のメンバー数及び投票権の割合 

(指標10.6.1と同一指標） 

16.9 

2030年までに、全ての人々に出生登録を含む法的な

身分証明を提供する。 

16.9.1 

５歳以下の子供で、行政機関に出生登録されたものの割合

（年齢別） 

16.10 

国内法規及び国際協定に従い、情報への公共アクセ

スを確保し、基本的自由を保障する。 

16.10.1 

過去12か月間にジャーナリスト、メディア関係者、労働組合

員及び人権活動家の殺害、誘拐、強制失踪、恣意的拘留及び

拷問について立証された事例の数 

16.10.2 

情報へのパブリックアクセスを保障した憲法、法令、政策の

実施を採択している国の数 

16.a 

特に開発途上国において、暴力の防止とテロリズ

ム・犯罪の撲滅に関するあらゆるレベルでの能力構

築のため、国際協力などを通じて関連国家機関を強

化する。 

16.a.1 

パリ原則に準拠した独立した国内人権機関の存在の有無 

16.b 

持続可能な開発のための非差別的な法規及び政策を

推進し、実施する。 

16.b.1 

国際人権法の下で禁止されている差別の理由において、過去

12か月の間に差別又は嫌がらせを個人的に感じたと報告した

人口の割合 

（指標10.3.1と同一指標） 
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ゴール１７ パートナーシップで目標を達成しよう 

ターゲット ＳＤＧグローバル指標 
17.1 

課税及び徴税能力の向上のため、開発途上国への国

際的な支援なども通じて、国内資源の動員を強化す

る。 

17.1.1 

GDPに占める政府収入合計の割合（収入源別） 

17.1.2 

国内予算における、自国内の税収が資金源となっている割合 

17.2 

先進国は、開発途上国に対するODAをGNI比0.7%に、

後発開発途上国に対するODAをGNI比0.15～0.20%に

するという目標を達成するとの多くの国によるコミ

ットメントを含むODAに係るコミットメントを完全

に実施する。ODA供与国が、少なくともGNI比0.20%

のODAを後発開発途上国に供与するという目標の設

定を検討することを奨励する。 

17.2.1 

OECD/DACによる寄与のGNIに占める純ODA総額及び後発開発途

上国を対象にした額 

17.3 

複数の財源から、開発途上国のための追加的資金源

を動員する。 

17.3.1 

複数の財源から開発途上国のために動員された追加的資金源 

17.3.2 

GDP総額に占める送金額(USドル) 

17.4 

必要に応じた負債による資金調達、債務救済及び債

務再編の促進を目的とした協調的な政策により、開

発途上国の長期的な債務の持続可能性の実現を支援

し、重債務貧困国（HIPC）の対外債務への対応によ

り債務リスクを軽減する。 

17.4.1 

財及びサービスの輸出額に対する債務の割合 

17.5 

後発開発途上国のための投資促進枠組みを導入及び

実施する。 

17.5.1 

後発開発途上国を含む開発途上国のための投資促進枠組みを

導入及び実施している国の数 

17.6 

科学技術イノベーション（STI）及びこれらへのア

クセスに関する南北協力、南南協力及び地域的・国

際的な三角協力を向上させる。また、国連レベルを

はじめとする既存のメカニズム間の調整改善や、全

世界的な技術促進メカニズムなどを通じて、相互に

合意した条件において知識共有を進める。 

17.6.1 

100人当たりの固定ブロードバンド契約数（回線速度別） 

17.7 

開発途上国に対し、譲許的・特恵的条件などの相互

に合意した有利な条件の下で、環境に配慮した技術

の開発、移転、普及及び拡散を促進する。 

17.7.1 

環境に配慮した技術の開発、移転、普及及び拡散の促進を目

的とした開発途上国のための基金の総額 

17.8 

2017年までに、後発開発途上国のための技術バンク

及び科学技術イノベーション能力構築メカニズムを

完全運用させ、情報通信技術（ICT）をはじめとす

る実現技術の利用を強化する。 

17.8.1 

インターネットを使用している個人の割合 

17.9 

全ての持続可能な開発目標を実施するための国家計

画を支援するべく、南北協力、南南協力及び三角協

力などを通じて、開発途上国における効果的かつ的

をしぼった能力構築の実施に対する国際的な支援を

強化する。 

17.9.1 

開発途上国にコミットした財政支援額及び技術支援額（南

北、南南及び三角協力を含む）（ドル） 

17.10 

ドーハ・ラウンド（DDA）交渉の結果を含めたWTOの

下での普遍的でルールに基づいた、差別的でない、

公平な多角的貿易体制を促進する。 

17.10.1 

世界中で加重された関税額の平均  
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17.11 

開発途上国による輸出を大幅に増加させ、特に2020

年までに世界の輸出に占める後発開発途上国のシェ

アを倍増させる。 

17.11.1 

世界の輸出額シェアに占める開発途上国と後発開発途上国の

割合 

17.12 

後発開発途上国からの輸入に対する特恵的な原産地

規則が透明で簡略的かつ市場アクセスの円滑化に寄

与するものとなるようにすることを含む世界貿易機

関（WTO）の決定に矛盾しない形で、全ての後発開

発途上国に対し、永続的な無税・無枠の市場アクセ

スを適時実施する。 

17.12.1 

開発途上国、後発開発途上国及び小島嶼開発途上国が直面し

ている関税の加重平均  

17.13 

政策協調や政策の首尾一貫性などを通じて、世界的

なマクロ経済の安定を促進する。 

17.13.1 

マクロ経済ダッシュボード 

  17.14.1 

持続可能な開発の政策の一貫性を強化するためのメカニズム

がある国の数 

17.15 

貧困撲滅と持続可能な開発のための政策の確立・実

施にあたっては、各国の政策空間及びリーダーシッ

プを尊重する。 

17.15.1 

開発協力提供者ごとの、その国の持つ結果枠組み及び計画ツ

ールの利用範囲 

17.16 

全ての国々、特に開発途上国での持続可能な開発目

標の達成を支援すべく、知識、専門的知見、技術及

び資金源を動員、共有するマルチステークホルダ

ー・パートナーシップによって補完しつつ、持続可

能な開発のためのグローバル・パートナーシップを

強化する。 

17.16.1 

持続可能な開発目標の達成を支援するマルチステークホルダ

ー開発有効性モニタリング枠組みにおいて進捗を報告する国

の数 

17.17 

さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基

にした、効果的な公的、官民、市民社会のパートナ

ーシップを奨励・推進する。 

17.17.1 

インフラのために官民パートナーシップにコミットしたUSド

ルの総額 

17.18 

2020年までに、後発開発途上国及び小島嶼開発途上

国を含む開発途上国に対する能力構築支援を強化

し、所得、性別、年齢、人種、民族、居住資格、障

害、地理的位置及びその他各国事情に関連する特性

別の質が高く、タイムリーかつ信頼性のある非集計

型データの入手可能性を向上させる。 

17.18.1 

統計能力指標 

17.18.2 

公的統計の基本原則に準じた国家統計法のある国の数 

17.18.3 

十分な資金提供とともに実施されている国家統計計画を持つ

国の数（資金源別） 

17.19 

2030年までに、持続可能な開発の進捗状況を測る

GDP以外の尺度を開発する既存の取組を更に前進さ

せ、開発途上国における統計に関する能力構築を支

援する。 

17.19.1 

開発途上国における統計能力の強化のために利用可能となっ

た資源のドル額 

17.19.2 

a)少なくとも過去10年に人口・住宅センサスを実施した国の

割合 

b)出生届が100%登録され、死亡届が80%登録された国の割合 
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岐阜県 第２期ＳＤＧｓ未来都市計画ＫＰＩ一覧 

No 三側面 ＫＰＩ 
1 

環境 

一般廃棄物排出量 

2 産業廃棄物排出量 

3 岐阜県プラスチック・スマート事業所「ぎふプラスマ！」の登録事業者数 

4 
食品ロス量（家庭系） 

食品ロス量（事業系） 

5 環境学習コーディネート数 

6 温室効果ガス総排出量 

7 家庭一世帯当たりのエネルギー消費量 

8 人工造林面積（再造林等） 

9 再生可能エネルギーの創出量 

10 災害・避難カード作成事業実施市町村数 

11 

経済 

県産品販売・情報発信拠点「 THE GIFTS SHOP 」で取り扱う事業者の新規開拓数

（累計） 

12 農業産出額 

13 鮎の輸出量 

14 ぎふ清流GAP実践率 

15 有機農業の取組面積 

16 木材生産量 

17 新規林業就業者数 

18 観光消費額 

19 デジタル人材の育成・確保数（累計） 

20 スマート農業技術導入経営体数 

21 事業承継・引継ぎ支援センターによる事業承継支援件数 

22 従業員一人当たりの付加価値額 

23 県内航空宇宙産業の製造品出荷額 

24 「岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進エクセレント企業」認定数 

25 一人当たり県民所得 

26 

社会 

くらしの満足度 

27 労働力率 

28 「岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進エクセレント企業」認定数 

29 県内民間企業の障がい者実雇用率 

30 県内高校生及び県出身大学生の県内就職率 

31 高齢者の通いの場への参加率 

32 成人の週１回以上のスポーツ実施率 

33 移住者数（累計） 

34 新規企業立地件数（累計） 

35 「GIAHS鮎の日」関連イベント参加団体数 

36 「ぎふ木遊館」入館者数 

37 目標医師数（医療施設従事医師数） 

38 介護職員数(施設サービス及び在宅サービスに従事する職員数) 

39 合計特殊出生率 

40 子どもの貧困率 

41 スマホ教室等参加者数 

 


